第１章　大阪の経済


平成22年度における大阪府の府内総生産額は、名目で36兆3,843億円、実質（平成17年暦年連鎖価格）で37兆7,002億円でした。実質経済成長率は、1.6％増と3年ぶりにプラスに転じましたが、全国の3.4％増を下回りました。
府内総生産の全国構成比は、緩やかな低下傾向にあります。リーマンショックによる落ち込みが小さかったことから平成20年度に上昇に転じましたが、その後は、再び低下しています。

それでも、大阪府の経済規模は大きく、全国の7.6％のシェアを有しており、主要国と比べてもノルウェーと同程度の経済規模となっています。

　平成22年度の大阪府の１人当たり県民所得は282万円で、全国11位でしたが、１人当たり県民雇用者報酬は518万円で、東京都に次ぐ２位となっています。
ここでは、大阪経済の姿を総合的に示す府内総生産が日本経済に占めるシェア、海外諸国の国内総生産との比較や成長率の推移をみています。
１－１．大阪経済が日本経済に占めるシェア

	大阪経済の全国におけるシェア（名目府内総生産(＝総支出)の対全国構成比）は、リーマンショックによる落ち込みが小さかったことから平成20年度に7.9％へと上昇しましたが、21年度以降は再び低下し、22年度は7.6％となっています。


[image: image1.emf]大阪経済が日本経済に占めるシェア

（単位：十億円、％）
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平成13年度 40,092 8.0 93,476 18.6 30,765 6.1 33,174 6.6 501,711 100.0

14 39,026 7.8 92,849 18.6 30,240 6.1 33,651 6.8 498,009 100.0

15 38,700 7.7 94,039 18.7 30,741 6.1 33,405 6.7 501,889 100.0

16 39,027 7.8 96,608 19.2 30,808 6.1 34,473 6.9 502,761 100.0

17 38,917 7.7 98,059 19.4 31,147 6.2 35,391 7.0 505,349 100.0

18 39,057 7.7 98,682 19.4 31,951 6.3 36,734 7.2 509,106 100.0

19 39,652 7.7 99,270 19.4 32,049 6.2 37,543 7.3 513,023 100.0

20 38,507 7.9 96,551 19.7 30,893 6.3 33,378 6.8 489,520 100.0

21 36,355 7.7 91,534 19.3 29,468 6.2 32,122 6.8 473,934 100.0

22 36,384 7.6 91,139 19.0 29,757 6.2 31,642 6.6 480,098 100.0

（内閣府「平成23年度国民経済計算確報」、内閣府「平成22年度県民経済計算確報」）



(注)１．93SNA及び平成17年基準の値。

　　２．SNAとは、System of National Accountsの略称であり、「国民経済計算」または「国民経済

        計算体系」と訳されている。93SNAとは、1993年に国連が加盟各国にその導入を勧告した国民

　　　　経済計算の体系の名称である。
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１－２．府内総生産の国際比較

	大阪府の府内総生産を主要国の国内総生産と比較すると、ノルウェーと同程度の規模を持っています。また、関西の域内総生産はオーストラリアに次ぐ規模です。


[image: image2.emf]（注）１．国際連合｢National Accounts Statistics Database｣より作成。2010暦年。

２．大阪府(10年度)は大阪府統計課「平成22年度大阪府民経済計算確報」による。

３．

年度為替レート１米ドル＝85.69円にて換算。（日本銀行「主要時系列統計データ

表」より。東京市場インターバンク直物中心相場の各月中平均値の単純平均。下記

為替レートも同様。）

関西(10年度)は、内閣府｢平成22年度県民経済計算年報｣による。福井県、三重県、

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、徳島県の２府７県。年度為

替レート１米ドル＝85.69円にて換算。
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１－３．１人当たり県民所得・県民雇用者報酬
	大阪府の１人当たり県民所得は282万円で全国11位ですが、１人当たり県民雇用者報酬は518万円で東京都に次ぐ全国２位となっています。


[image: image3.emf]１人当たり県民所得と県民雇用者報酬（平成22年度）

（単位：千円）

１人当たり

県民所得

１人当たり県

民雇用者報酬

大阪府 2,821 大阪府 5,182

東京都 4,306 東京都 6,372

滋賀県 3,269 神奈川県 5,097

静岡県 3,100 奈良県 4,898

愛知県 3,035 埼玉県 4,756

茨城県 2,978 兵庫県 4,709

栃木県 2,938 栃木県 4,695

神奈川県 2,910 京都府 4,688

富山県 2,900 北海道 4,648

三重県 2,863 千葉県 4,594

広島県 2,850 愛知県 4,516

全県計 2,877 全県計 4,676

（内閣府「平成22年度県民経済計算年報」）

１人当たりの県民所得

＝当該県の県民所得÷当該県の総人口



　県民所得は、県民雇用者報酬、財産所

得（非企業部門の財産所得の純受取）、

企業所得（企業の財産所得の純受取を含

む）を合計したもの。したがって、個人

の所得水準を表すものではなく、企業利

潤なども含んだ各都道府県の経済全体の

所得水準を表している。



１人当たりの県民雇用者報酬

＝県民雇用者報酬÷県民雇用者数



　雇用者とは、生産活動に常用雇用・日

雇を問わず従事する就業者のうち、個人

業主と無給の家族従業者を除く全てをい

う。

　県民雇用者数とは、就労地を問わず県

内に居住する雇用者の数を指す。
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１－４．経済成長率

	大阪府の実質経済成長率は、リーマンショックが発生した平成20年度と21年度にマイナス成長となりましたが、22年度には1.6％増とプラスに転じました。ただし、全国の成長率3.4％増を下回っています。


[image: image4.emf]経済成長率の推移

（％）

平成14

年度

15 16 17 18 19 20 21 22 23

大阪府（生産：連鎖） -1.5 0.6 1.6 0.0 1.4 2.0 -1.2 -6.3 1.6

全国（支出：連鎖） 1.1 2.3 1.5 1.9 1.8 1.8 -3.7 -2.0 3.4 0.3

大阪府（生産） -2.7 -0.8 0.8 -0.3 0.4 1.5 -2.9 -5.6 0.1

全国（支出） -0.7 0.8 0.2 0.5 0.7 0.8 -4.6 -3.2 1.3 -1.4

（大阪府統計課「平成22年度大阪府民経済計算確報」、内閣府「平成23年度国民経済計算確報」）

(注)実質値は、平成17暦年基準による。

（参考）平成22年度における総生産額

実質（生産：連鎖） 37兆7,002億円

名目（生産） 36兆3,843億円 名目（支出）

実質（支出：連鎖）

480兆0,980億円

512兆3,156億円



実質

名目

大阪府 全国

経済成長率

経済の成長度合いを示すもので、国内（府内）総生産の対前年度増加率で表す。物価変動の

影響を除去した実質値と物価変動の影響を除去する前の時価である名目値があるが、一般に、

成長率分析の場合は実質値の成長率を用いる。
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